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事業運営方法

H17年度決算 H18年度決算 H19年度最終予算H20年度当初予算H21年度計画額 H22年度計画額 前期4年間計

○ ×

　姉妹都市交流事業については、合併協議において「合併時、すべての姉妹都市を新市の姉妹都市として引き継ぎ、当分の間、交流事業を継
続する。ただし、提携先の意向を尊重する。」こととされている。
　合併後、姉妹都市を持つ３地域自治区について、それぞれの国際交流協会が実施する姉妹都市との交流事業、その他国際交流イベント等
の事業に要する事業費の一部を助成してきた。また、細江町国際交流協会に対しては、事務局賃借料、事務局職員の給料手当等、協会の運
営費についても助成している。以下は、それぞれの地域自治センターにおける取り組みの概要である。（各地域自治センターの記載をもとに一
部加筆している。）

（１）細江：国際交流協会助成事業（補助金）･･･姉妹都市（アメリカ・ワシントン州キャマス市）との交流など。
（２）引佐：引佐国際交流協会補助金･･･引佐地域自治区浜松市引佐町国際交流協会が実施するアメリカ・ワシントン州シェヘリス市との交流に
要する経費の補助
（３）三ヶ日：三ヶ日地域自治区浜松市三ヶ日国際交流協会が実施する旧三ヶ日町姉妹都市交流（アメリカ・カリフォルニア州ポータービル市）を
はじめとする国際交流事業に要する経費の援助

≪参考≫
姉妹都市については、特に法律上定められたものはないが、財団法人自治体国際化協会は、次の要件を全て満たすものを姉妹都市として取
り扱うこととしている。
① 両首長による提携書があること
② 交流分野が特定のものに限られていないこと
③ 交流に当たって、何らかの予算措置が必要になるものと考えられることから、議会の承認を得ていること

事業の性格分類 実施根拠（法令、条例等） 新市建設計画事業 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ提案事業

活動内容

　合併前の旧町において締結した３姉妹都市については、平成19年度までは、地域の特性や観光資源など
を活用した地域づくりや住民・団体の交流を促進することを目的に、細江、引佐及び三ヶ日の各地域自治セ
ンターが制定した交付要綱に基づき交流事業等に対して助成してきた。なおこの助成制度については、「ひ
とつの浜松」の実現に向け、補助金の見直しの一環として平成20年度に国際課において要綱を統一した。

平成 17 平成 20

目的 （対象、意図、求められる結果） 開始年度 終了予定年度

事業概要

姉妹都市交流事業
【～平成19年度】地域自治区まちづくり事業（細江、引佐及び三ヶ日）　　【平成20年度】国際交流・協力推進事業
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A 高い

B

C

D 低い

A 高い

B

C

D 低い

A 非常に有効

B やや有効

C あまり有効でない

D 有効でない

A 単位当たり経費が前年比マイナス

B 単位当たり経費が前年とほぼ同じ

C 単位当たり経費が前年比プラス

D 評価できない

□拡大・充実

□現状のまま継続

□縮小

□廃止

　細江、引佐及び三ヶ日地域自治区における姉妹都市交流事業については、これまで地域自治区まちづくり事業として、各地域自治センターの
要綱に基づきそれぞれの国際交流協会に対して助成していた。
≪問題意識≫「ひとつの浜松」の実現に向け、同一・同種の団体に対する補助金を見直すこととし、その一環として平成20年度において補助要
綱を統一したところである。
本市の姉妹都市交流については、「最終答申～浜松市の国際交流・協力の推進を目指して～」（浜松市国際交流・協力推進市民懇話会　平成
16年2月）に掲げられた｢都市交流における『浜松モデル』の実現」に基づき、市民主導により事業を進めることを基本としている。この場合、財
源についても行政に依存することなく主体的に確保することを基本としている。こうした状況のもと、この補助要綱については平成20年度限りと
し、平成21年度以降廃止することとしている。こうしたことから、今後３協会の行う姉妹都市交流事業については、資金調達も含め、これまで以
上に自主的な運営が求められる。なお、平成18年10月に新市として姉妹都市提携したロチェスター市（アメリカ・ニューヨーク州）については、交
流活動を担う市内の市民団体に対して、特段の助成は行っていない。
≪想定結果≫①廃止すべきもの

〔備考〕事業に対する市民・市民活動団体・事業者・議会からの指摘

現状

地域の一体感を醸成するため、事業を継続する。補助事業については見直し
を行う。

※各地域自治センターの記載をもとに一部加筆している。

　　具体的な改善内容・事業の方向性等

地域固有の事業、及び大半の事業が補助金のため、効率性の評価にそぐ
わない。

※各地域自治センターの記載をもとに一部加筆している。

今後の事業展開

規模 （分析・理由）

Ａ

行政と国際交流協会などとの協働により事業を実施している。行政がアド
バイザー的な立場でかかわり、市民との協働を推進する必要がある。

※各地域自治センターの記載をもとに一部加筆している。

事
後
評
価

有効性 （分析・理由）

Ａ
地域の一体感の醸成及び地域の活性化が図られた。

※各地域自治センターの記載をもとに一部加筆している。

効率性 （分析・理由）

Ｄ

　　過年度の実施内容

細江、引佐、三ヶ日の３地域自治区において、それぞれの国際交流協会が実施する姉妹都市との交流事業等に対して補助した。

※各地域自治センターの記載をもとに一部加筆している。

事
前
評
価

必要性 （分析・理由）

Ａ
地域固有の事業として、当該地区には欠かせない事業である

※各地域自治センターの記載をもとに一部加筆している。

行政関与の妥当性 （分析・理由）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

定性評価

単位当たり経費変動率 ％ #DIV/0!

10,500

単位当たり経費 千円/単位 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

年間経費（事業費・人件費の合計） 千円 12,030 12,000

目標 ％

実績 ％

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

指標２ 単位 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度

単位当たり経費変動率 ％ #DIV/0!

10,500

単位当たり経費 千円/単位 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

年間経費（事業費・人件費の合計） 千円 12,030 12,000

実績 ％

H20年度 H21年度 H22年度

目標 ％

指標１ 単位 H18年度 H19年度

定量評価


